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【復興交付金事業計画の総合的な実績に関する評価様式】 

計画名称 三沢市復興交付金事業計画 

計画策定主体 三沢市 

計画期間 平成 24 年度～平成 26年度 

計画に係る事業数 ７事業 

計画に係る事業費の総額 408,307 千円 

東日本大震災による被害の状況に対応した復興まちづくりの現状 

【被災状況】 

●平成 23 年 3 月 11 日、東日本沿岸地域を襲ったマグニチュード 9.0 の東北地方太平洋沖地

震は、想定外の大津波の襲来により我が国の沿岸部を中心に未曾有の被害をもたらし、当市

においても 2名の尊い命が失われるとともに、甚大な被害に見舞われた。 

震災による経済的損失の中心は、津波による三沢漁港の被害で、次のとおり漁業基盤がほ

ぼ壊滅状態となった。 

 

  ●被災額：78.4 億円（うち、水産業関係 45.3 億円） 

  ●被災施設等： 

   ・住家被害 75 棟、非住家被害 107 棟 

・漁民研修施設、製氷貯氷施設、給油施設、外郭施設、海水浴場、漁船の滅失等被害 80 隻

など 

   ・被災による最大避難人数：1,062 人 

  ●その他の被害： 

   ・生活関係施設、農地・畜産・農業関係施設、商工・観光施設、土木・福祉施設など 

 

【復旧状況】 

 三沢市復興計画（平成 23 年 12 月）を策定し、「いちはやい日常への回帰」「いのちを守る安全・

安心な都市基盤づくり」「ピンチに負けない人と環境づくり」の 3つの目標を掲げ、市民全体がま

ちの将来像を共有し、一丸となって取り組みを進めてきた。 

 また、津波や地震により住宅が全壊、浸水、損壊するなど住居を失った方に対する経済的支援

など、本格的な生活再建に向けた支援が課題となった。 

復興計画の期間は、三沢市総合振興計画後期計画への反映を考慮し、平成 29 年度までのおおむ

ね 7 年間としているが、年度毎に進捗を管理し、必要な取り組みは適宜前倒して実施するなど、

早期の復旧・復興をめざしてきた。 

更には、アンケートによる住民の意向を調査し、その結果を踏まえ市民生活再建に向けた 6 つ

の施策を実施してきた。 

このような取り組みを進めていく中で、甚大な被害を受けた三沢漁港の復旧が進み、平成 25年

度には漁港環境施設（漁業者用屋外トイレ）が復旧し、平成 26 年度には三沢市漁民研修施設（漁

協事務所、研修施設、直売所、共用棟）を復旧させるなど、着実に復興事業を進めている。 
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復興交付金事業計画における主要な事業結果の概要 

 ●三沢市漁民研修施設復興整備事業 

H24 年度 実施設計(本体・外構、H24 分)、移転先地の地質調査(H24 分) 

H25 年度 実施設計(本体・外構、H25 分)、造成工事、建設工事一式 等 

H26 年度 建設工事一式・外構工事 等(H25 繰越) 

工事概要 構造：鉄筋コンクリート 2階建、延床面積 1,300.03 ㎡、建築面積 856.51 ㎡ 

用途：研修施設、漁協事務所 ほか 

 ●三沢市漁民研修施設復興整備事業（直売所整備） 

H24 年度 実施設計(本体・外構、H24 分)、移転先地の地質調査(H24 分) 

H25 年度 実施設計(本体・外構、H25 分)、造成工事、建設工事一式 等 

H26 年度 建設工事一式・外構工事 等(H25 繰越) 

工事概要 構造：鉄筋コンクリート造、延床面積 40.00 ㎡ 

用途：直売所 

●三沢市漁民研修施設復興整備事業（共用棟整備） 

H24 年度 実施設計(本体・外構、H24 分)、移転先地の地質調査(H24 分) 

H25 年度 実施設計(本体・外構、H25 分)、造成工事、建設工事一式 等 

H26 年度 建設工事一式・外構工事 等(H25 繰越) 

工事概要 構造：木造平屋建、延床面積 198.74 ㎡、建築面積 198.74 ㎡ 

用途：漁業従事者の福利厚生施設 

●漁港環境施設整備事業 

H24 年度 実施設計(H24 分) 

H25 年度 実施設計(H25 分)、建設工事一式 等 

工事概要 構造：木造平屋建、延床面積 24.27 ㎡、建築面積 24.27 ㎡ 

     用途：漁業者用の屋外トイレ 

 ●津波監視カメラ整備事業 

H26 年度【監視側】高感度カメラ（耐塩・耐寒）、カメラポール等、鋼管柱基礎工、映像制 

御装置・無線装置等 

      【監視拠点側】映像制御装置・無線装置、録画装置 

 ●津波ハザードマップ策定事業 

H24 年度 津波ハザードマップの作成、市内全世帯への配布 

 ●津波避難計画策定事業 

  H24 年度 津波避難計画の策定、公表 
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復興交付金事業計画の実績に関する総合評価 

 ○復興まちづくりにおける復興交付金事業計画の有用性、経済性 

特に、震災の津波により甚大な被害を受けた三沢市漁民研修施設等が、これまでの漁港区

域内から国道を挟んだ高台に建設されたことにより、今後の防災面や沿岸地域における災害

時の拠点などとして期待されることは有効性が高いと考える。 

また、国道に面したメリットを生かし水産物直売所を整備したことにより六次産業化や観

光面の相乗効果が生まれるなど、更なる復興促進が図られることが期待されることなど非常

に有効性は高いものと考える。 

更に、事業実施におけるコスト面では、三沢市契約事務規則等に基づき適正に競争入札を

実施するなど、適正なコストであると認められることから経済性は高いと考える。 

 

 ○復興交付金事業計画の実施に当たり、県又は市町村において改善が可能であった点 

   特にないと考える。 

 

 ○総合評価 

震災の津波により漁港は甚大な被害を受けたため、三沢市漁民研修施設や漁民厚生施設は

これまでの漁港区域内から国道を挟んだ高台に建設されたことにより、今後の防災面や沿岸

地域における災害時の拠点とし期待されることや、国道に面したメリットを生かして水産物

直売所を整備したことにより六次産業化や観光面の相乗効果が生まれるなど、更なる復興促

進が図られることなど十分な成果があったと考える。 

また、津波監視カメラの整備により 24 時間体制での監視が可能となり、有事の際の正確な

情報収集や迅速かつ適切な避難誘導及び避難行動が図られるなど期待は高い。 

更に、津波避難計画を策定したことにより、避難困難地域の問題解決に導いたほか、これ

に基づき、津波ハザードマップを作成し市民全体へ津波避難時の避難場所や避難路の周知を

図られたことなど、所期の目的は達成できたものと考える。 

今後、継続して行われる防災訓練は、信頼性の高いこの津波避難計画とハザードマップに

従い、統一した基準で実施し、防災意識の醸成を図ることができる。 

特に、住民や観光客の迅速で安全な避難を可能にしたことと、直営所開設などで一般市民

が漁業を身近に感じることができるようになったことを同時にできたことは、「ピンチに負

けない人と環境づくり」という目的に合致しており、復興を促進できると高く評価する。 

 

評価の透明性、客観性、公正性を確保するための取組 

 ○事業は各事業担当課で実施し、評価は政策調整課が行うことで、事業部局と評価部局を分け

て各事業の個別的・総合的評価を行った。 

 ○平成２７年１１月「三沢市まちづくりアドバイザー設置要綱」に基づき三沢市長が委嘱した  

三沢市まちづくりアドバイザーにより、外部評価を実施した。 
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担当部局 

 政策財政部 政策調整課 電話番号：0176-53-5111 内線（531） 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 C－7－1 

事業名  三沢市漁民研修施設復興整備事業 

事業費 総額 263,669,940 円 

（内訳：H24 実施設計費他 4,420,000 円、H25 工事費他 99,258,500 円、H26 工事費他 159,991,440 円） 

事業期間 平成 24 年度～平成 25年度（平成 26年度に繰越し） 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

東日本大震災により被災した三沢市漁民研修施設について、市の復興計画に基づき、漁業地域

の復興と今後の水産業の振興の拠点として、高台に移転・再建することを目的とする。 

事業結果 

H24 年度 実施設計(本体・外構、H24 分)、移転先地の地質調査(H24 分) 

H25 年度 実施設計(本体・外構、H25 分)、造成工事、建設工事一式 等 

H26 年度 建設工事一式・外構工事 等(H25 繰越) 

工事概要 構造：鉄筋コンクリート 2階建、延床面積 1,300.03 ㎡、建築面積 856.51 ㎡ 

用途：研修施設、漁協事務所 ほか 

事業の実績に関する評価 

 ○復興交付金事業計画の有用性、経済性や復興交付金事業計画の実施に当たり県又は市町村に

おいて改善が可能であった点を踏まえ、事業の実績評価を記載してください。 

 

事業計画では、被災した三沢市漁民研修施設の復旧については三沢市復興計画に基づき、漁

業地域の復興・経費の削減のため漁民厚生施設を合築した施設として再建するとしている。 

施設の性質の違いや、従前の施設に近似した復旧にする必要から、同一敷地内に研修施設と

厚生施設が別棟として再建された。 

震災の津波により漁港は潰滅的被害を受けたため、当該施設は漁港区域内から国道を挟んだ

高台に建設され防災面での有用性が向上した。これにより本来の目的である漁業者のスキル向

上以外にも、沿岸地域における災害時の拠点としての機能も期待される。また国道に面したメ

リットを生かして当該施設の一部に直売所が併設されたことで、六次産業化や観光面の相乗効

果が生まれ、更なる復興促進が図られることが期待される。 

 

 ○この際、下記①から③までの調査・分析・評価に基づき、有用性、経済性及び改善が可能で

あった点を検討し、その結果を記載してください。 

 

  ①事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

当該施設は、年間を通じて、漁業者向けの各種研修会のほか、漁業者及び漁協・行政で構

成された団体・協議会、また、沿岸一帯の漁協との広域の協議会など、各種会合に利用され

ており（過去 3ヵ年実績：H24／24 回、H25／23 回、H26／18 回[うち 11 月～3月／4回]、H27

／19 回[4 月～11 月] ※H26 年 10 月末までは旧施設を使用）、隣接町村を含めた沿岸漁村地

域の中核施設としての機能を発揮している。さらに、直売所の併設に伴う効果として、トイ
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レを外部からアクセスしやすい配置にしたこともあり、国道を通過する一般市民らが休憩な

どのために立ち寄ることも多く、漁業者以外にも広く活用されている。 

防災面では、震災後、県で策定した津波シミュレーションを踏まえて、漁港から近い高台

の適地に移転したことにより、想定される最大規模の津波高（海抜 17.4ｍ）でもほぼ被災を

免れることができ、同時に沿岸被災者の一時的な避難・収容施設とすることも可能となるな

ど、顕著な有用性向上が認められる。 

  ②コストに関する調査・分析・評価 

コストについて比較できる直近の同種他事業が無いため分析・評価は困難。最も類似して

いるのは旧漁民研修施設。参考として旧施設のコストを記載するが当時(昭和 55 年)と物価・

税など経済状況の違いが甚だしく比較対象としては適切ではない。ただし、三沢市契約事務

規則等に基づき適正に競争入札を実施していることや、事業費積算においては青森県の積算

基準などの適切な算定根拠を用いていること等により、適正なコストと認められる。 

[新施設] 

・設計費等： 18,579,000 円（実施設計 10,826,550 円、外構設計 2,827,650 円、工事監理 4,924,800） 

・工 事 費：197,472,600 円 

・面 積：1,260.03 ㎡（直売所 40.00 ㎡を除く） 

・単 価：171,465 円／㎡ 

（※比較のため上記に含めない費用：地質調査 1,455,300 円、造成工事 12,642,000 円、外構工事 33,521,040 円） 

[旧施設] 

・建 設 費：187,960,000 円（設計費、監理費、工事費含む） 

・面 積：1,272.04 ㎡ 

・単 価：147,763 円／㎡ 

 

  ③事業手法に関する調査・分析・評価 

 想定事業期間 実際の事業期間 
同種他事業との比較 

（旧施設） 

調査 
H25.1 月中旬～ 

H25.6 月末 

H25.1.19～ 

H25.7.12 
不明 

設計 
H25.1 月中旬～ 

H25.6 月末 

H25.1.19～ 

H25.7.12 
不明 

工事 
H25.10 月上旬～ 

H26.3 月末 

H26.1.23～ 

H26.9.30 

S54.9.14～ 

S55.3.25 

備考 面積 1,260.03 ㎡ 面積 1,260.03 ㎡ 面積 1,272.04 ㎡ 

調査及び実施設計の実際の工期においては、想定と比べ概ね予定どおりであった。しかし、

工事については、用地取得の交渉において不測の時間を要したことから、着手時期に遅れが

生じ、H25 年度内に完了できず、工事の一部及び監理業務を次年度に繰り越して対応したも

のである。 
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用地交渉に係る不測の要素を除けば、業務・工事とも概ね適切な工期と評価できる。なお、

工事の想定工期は完了を H25 年度以内としていたが先行業務の遅れや実際の工事進捗を考慮

し、次年度繰越としたことで適切な工期に設定することができたものである。 

いずれの業務・工事についても市内業者で十分対応できるものと判断されたことから、指

名競争入札を原則としており、発注についても問題はない。 

担当部局 

 経済部 水産振興課 電話番号：0176-53-5111 内線（513） 
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【被災前】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【被災後】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【復旧後】 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 ◆C－7－1－1 

事業名  三沢市漁民研修施設復興整備事業（直売所整備） 

事業費 総額 11,962,860 円 

（内訳：H24 実施設計費他 199,000 円、H25 工事費他 4,503,900 円、H26 工事費他 7,259,960 円） 

事業期間 平成 24 年度～平成 25年度（平成 26年度に繰越し） 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

震災により被災した三沢市漁民研修施設が高台に移転・再建するにあたり、施設の一部を水産

物直売所として整備することで、漁業収益性の向上や魚食普及など水産業の活性化を図り、復興

を促進することを目的とする。 

事業結果 

H24 年度 実施設計(本体・外構、H24 分)、移転先地の地質調査(H24 分) 

H25 年度 実施設計(本体・外構、H25 分)、造成工事、建設工事一式 等 

H26 年度 建設工事一式・外構工事 等(H25 繰越) 

工事概要 構造：鉄筋コンクリート造、延床面積 40.00 ㎡ 

用途：直売所 

事業の実績に関する評価 

 ○復興交付金事業計画の有用性、経済性や復興交付金事業計画の実施に当たり県又は市町村に

おいて改善が可能であった点を踏まえ、事業の実績評価を記載してください。 

 

事業計画では、水産業の振興及び震災からの復興の拠点施設として、三沢市漁民研修施設を

整備するにあたり簡易的な水産物直売所を整備するとしている。 

津波により潰滅的被害を受け、漁民研修施設が漁港区域内から国道に面した高台に移転した

ことから、この立地の好条件を活かして水産物直売所を整備し、今後の復興促進や六次産業化、

観光面拠点のメリットなどに繋げた点については評価できるものであり、基幹事業で整備され

た漁民研修施設と併せて、地域の水産業の振興を促進する拠点となるものと認められる。 

復興事業は被災した旧施設と同規模の復旧が主旨であるが、もともと旧施設には利用頻度の

低い宿直室等があり、復旧にあたって施設内のスペースを整理し、余剰部分を直売所という形

で活用につなげた点において、有用性、経済性を十分に検討したものと認められる。 

 ○この際、下記①から③までの調査・分析・評価に基づき、有用性、経済性及び改善が可能で

あった点を検討し、その結果を記載してください。 

 

  ①事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

当該施設は、年間を通じて魚市場で水揚げされた新鮮な魚介類、また地元産水産物を使っ

た加工品などを一般のスーパー等と比べ安価に提供しており、国道を通過する通勤客などが

昼食や夕食の食材を調達する場として利用し、一定の固定客を獲得している。ただし、季節

によって水揚げされる魚種に偏りがあったり、シケなど天候の影響を受けやすく商品の種
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類・量が不安定な点に改善の余地が大いにあると認められる。 

店舗としての経営も試行錯誤を重ねながら発展途上にあるものの、生鮮海産物の需要は高

く、今後の改善次第で大いに発展する潜在性がある。 

例年、近隣小学校等による社会見学及び校外体験授業として、魚市場及び関連施設の見学

が行われている。その一環として、学校側の要望に合わせて、直売所や調理実習室なども見

学対象として活用されている。 

年度 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

H26 ― ― ― ― ― ― ― 2,361 6,904 2,627 2,525 3,727 18,144

H27 1,412 1,372 1,416 1,976 2,105 1,743 2,410 2,745 ― ― ― 　― 15,178

≪月別売り上げ実績≫ 単位：千円

※合計欄において端数（千円未満）を四捨五入  

  ②コストに関する調査・分析・評価 

コストについて比較できる直近の同種他事業が無いため分析・評価は困難であるが、三沢

市契約事務規則等に基づき適正な競争入札を実施していることや、事業費積算においては青

森県の積算基準などの適切な算定根拠を用いていること等により、適正なコストと認められ

る。 

[H24 実施設計] 

・設計費等：199,000 円（実施設計 147,000 円、外構設計 38,000 円、地質調査 14,000 円） 

[H25・H25 繰越(H26)整備工事] 

・設計費等：485,600 円（実施設計 344,400 円、外構設計 90,100 円、地質調査 51,100 円） 

・工 事 費：4,018,300 円(H25)、7,259,960 円(H26) 

[事業費全体] 

・事 業 費：11,962,860 円 

・面 積：40.00 ㎡ 

・単 価：299,072 円／㎡ 

  ③事業手法に関する調査・分析・評価 

 想定事業期間 実際の事業期間 同種他事業との比較 

設計 
H25.1 月中旬～ 

H25.6 月末 

H25.1.19～ 

H25.7.12 
 

工事 
H25.10 月上旬～ 

H26.3 月末 

H26.1.23～ 

H26.9.30 
 

備考 面積 40.00 ㎡ 面積 40.00 ㎡  

実施設計の工期においては、想定と比べ概ね予定どおりであった。しかし、工事について

は、用地取得の交渉において不測の時間を要したことから、着手時期に遅れが生じ、H25 年

度内に完了できず、工事の一部及び監理業務を次年度に繰り越して対応したものである。 

用地交渉に係る不測の要素を除けば、業務・工事とも概ね適切な工期と評価できる。なお、

工事の想定工期は完了を H25 年度以内としていたが先行業務の遅れや実際の工事進捗を考慮

し、次年度繰越としたことで適切な工期に設定することができたものである。 

いずれの業務・工事についても市内業者で十分対応できるものと判断されたことから、指

名競争入札を原則としており、発注についても問題はない。 
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担当部局 

 経済部 水産振興課 電話番号：0176-53-5111 内線（513） 

【復旧後】 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 ◆C－7－1－2 

事業名  三沢市漁民研修施設復興整備事業（共用棟整備） 

事業費 総額 60,463,740 円 

（内訳：H24 実施設計費他 885,000 円、H25 工事費他 9,562,500 円、H26 工事費他 50,016,240 円） 

事業期間 平成 24 年度～平成 25年度（平成 26年度に繰越し） 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

東日本第震災により被災した三沢市漁民研修施設を高台に移転・再建するにあたり、漁業者の

福利厚生施設として共用棟施設（漁民厚生施設）を併設整備することを目的とする。 

事業結果 

H24 年度 実施設計(本体・外構、H24 分)、移転先地の地質調査(H24 分) 

H25 年度 実施設計(本体・外構、H25 分)、造成工事、建設工事一式 等 

H26 年度 建設工事一式・外構工事 等(H25 繰越) 

工事概要 構造：木造平屋建、延床面積 198.74 ㎡、建築面積 198.74 ㎡ 

用途：漁業従事者の福利厚生施設 

事業の実績に関する評価 

 ○復興交付金事業計画の有用性、経済性や復興交付金事業計画の実施に当たり県又は市町村に

おいて改善が可能であった点を踏まえ、事業の実績評価を記載してください。 

 

事業計画では、水産業の振興及び震災からの復興の拠点施設として、三沢市漁民研修施設を

整備するにあたり漁業者の福利厚生施設を併設整備するとしている。 

津波により潰滅的被害を受け、漁民研修施設が漁港区域内から国道に面した高台に移転した

ことに併せて、同様に漁港区域内で被災した共用棟施設（漁民厚生施設）についても、防災の

観点から高台移転がなされており、基幹事業で整備された漁民研修施設と併せて、多機能的な

複合施設として、地域の水産業の振興を促進する拠点となるものと認められる。 

移転にあたっては旧施設の内容を見直し、宿泊機能を削減したうえで最低限必要な規模で、

且つ、十分な機能を持つよう検討が為されている。 

 ○この際、下記①から③までの調査・分析・評価に基づき、有用性、経済性及び改善が可能で

あった点を検討し、その結果を記載してください。 

 

  ①事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

当該施設は、漁港の水揚量・水揚金額に多大な影響を与える外来船の乗組員を主な対象と

して、休憩・炊事・入浴・洗濯等の福利厚生を提供する施設であることから、休漁期を除き

年間を通じてほぼ継続的に利用されており、当市漁港の水揚実績を維持していくうえで非常

に必要性が高い。 
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年度 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

H26 ― ― ― ― ― ― ― 807 227 0 0 0 1,034

H27 0 0 198 1,077 496 581 729 504 ― ― ― ― 3,585

≪月別利用者実績≫ 単位：人

 

  ②コストに関する調査・分析・評価 

コストについて比較できる直近の同種他事業が無いため分析・評価は困難であるが、三沢

市契約事務規則等に基づき適正に競争入札を実施していることや、事業費積算においては青

森県の積算基準などの適切な算定根拠を用いていること等により、適正なコストと認められ

る。 

[H24 実施設計] 

・設計費等：885,000 円（実施設計 614,000 円、外構設計 196,000 円、地質調査 75,000 円） 

[H25・H25 繰越(H26)整備工事] 

・設計費等：2,155,800 円（実施設計 1,433,500 円、外構設計 460,250 円、地質調査 262,050 円） 

・工 事 費：7,406,700 円(H25)、50,016,240 円(H26) 

[事業費全体] 

・事 業 費：60,463,740 円 

・面 積：198.74 ㎡ 

・単 価：304,235 円／㎡ 

  ③事業手法に関する調査・分析・評価 

 想定事業期間 実際の事業期間 同種他事業との比較 

設計 
H25.1 月中旬～ 

H25.4.30 

H25.1.19～ 

H25.9.13 
 

工事 
H25.10 月上旬～ 

H26.3.20 

H25.12.14～ 

H26.6.30 
 

備考 面積 198.74 ㎡ 面積 198.74 ㎡  

実施設計の工期においては、用地交渉の難航と施設計画の変更から予定を大きく超過する

結果となった。工事についても同様に、用地取得の交渉において不測の時間を要したことか

ら着手時期に遅れが生じ、H25 年度内に完了できず、工事の一部及び監理業務を次年度に繰

り越して対応したものである。 

用地交渉に係る不測の事態のため、業務・工事とも工期の延期はやむを得ないと考えられ

る。工事の想定工期は完了を H25 年度以内としていたが先行業務の遅れや実際の工事進捗を

考慮し、次年度繰越としたことで、むしろ適切な工期とすることができたと考えられる。 

いずれの業務・工事についても市内業者で十分対応できるものと判断されたことから、指

名競争入札を原則としており、発注についても問題はない。 

担当部局 

 経済部 水産振興課 電話番号：0176-53-5111 内線（513） 
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【被災前】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【被災後】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【復旧後】 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 C－7－2 

事業名  漁港環境施設整備事業 

事業費 総額 18,417,000 円 

（内訳：H24 実施設計費他 245,000 円、H25 実施設計(繰越)・工事費他 18,172,000 円） 

事業期間 平成 24 年度～平成 25年度 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

漁港施設内において漁業関係者の多くは、日中、夜間を問わず屋外において出漁準備や荷揚げ

作業等を行っており漁港内における漁業者用トイレは必要不可欠であるため、東日本大震災によ

り被災した屋外トイレの復旧を図ることを目的とする。 

事業結果 

H24 年度 実施設計(H24 分) 

H25 年度 実施設計(H25 分)、建設工事一式 等 

工事概要 構造：木造平屋建、延床面積 24.27 ㎡、建築面積 24.27 ㎡ 

     用途：漁業者用の屋外トイレ 

事業の実績に関する評価 

 ○復興交付金事業計画の有用性、経済性や復興交付金事業計画の実施に当たり県又は市町村に

おいて改善が可能であった点を踏まえ、事業の実績評価を記載してください。 

 

事業計画では、漁港施設内において漁業関係者等のためのトイレは必要不可欠であるため、

被災した屋外トイレの復旧を図るとしている。 

津波により被災した当該施設は、日中の荷揚げ作業から夜間の出漁準備作業の際、漁港を利

用する漁業者が常時利用する施設であり、本事業において施設整備が為される事で、漁業関係

者の衛生面や快適性の維持確保が図られている。 

なお、三沢漁港は、花火大会などのイベントが行れたり、海水浴場が隣接することもあって

漁業者以外に多くの一般市民が訪れる機会も多い事から、当該施設の整備にあたっては男女用

以外に多目的トイレも整備するなど、利用実態を十分考慮している。 

 

 ○この際、下記①から③までの調査・分析・評価に基づき、有用性、経済性及び改善が可能で

あった点を検討し、その結果を記載してください。 

 

  ①事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

当該施設は、旧港と新港の中間の道路沿いに設置され、新港を利用する外来船の漁業者の

利用に特に重宝されているほか、漁港内道路を経て海水浴場へ向かう一般市民にとっても利

用しやすく、実際、多くの来場者に利用されている。 
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  ②コストに関する調査・分析・評価 

コストについて比較できる直近の同種他事業が無いため分析・評価は困難であるが、三沢

市契約事務規則等に基づき適正に競争入札を実施していることや、事業費積算においては青

森県の積算基準などの適切な算定根拠を用いていること等により、適正なコストと認められ

る。 

[H24 実施設計] 

・設 計 費：245,000 円 

[H24 繰越(H25)実施設計、H25 整備工事] 

・設 計 費：574,000 円 

・監 理 費：472,500 円 

・工 事 費：17,125,500 円 

[事業費全体] 

・事 業 費：18,417,000 円 

・面 積：24.27 ㎡ 

・単 価：758,838 円／㎡ 

 

  ③事業手法に関する調査・分析・評価 

 想定事業期間 実際の事業期間 同種他事業との比較 

設計 
H25.1 月中旬～ 

H25.6 月末 

H25.1.19～ 

H25.4.30 
 

工事 
H25.10 月上旬～ 

H26.3 月末 

H25.8.3～ 

H25.10.31 
 

備考 面積 17.56 ㎡ 面積 24.27 ㎡  

実施設計の工期においては、想定と比べ予定より早く完了、工事についても同様に想定以

上の早期に完了しており、円滑な事業進捗であったことが窺われる。 

当初、旧施設同様、男女の各トイレのみの復旧予定であったが、昨今ユニバーサルデザイ

ンのトイレが主流であることを考慮、多目的トイレを追加し、面積が増加したものである。 

いずれの業務・工事についても市内業者で十分対応できるものと判断されたことから、指

名競争入札を原則としており、発注についても問題はない。 

なお、当該施設は他の漁港機能施設と併せて指定管理としており、清掃管理等についても、

指定管理者（三沢市漁協）が業者委託して実施している。 

 

担当部局 

 経済部 水産振興課 電話番号：0176-53-5111 内線（513） 
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【被災前】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【被災後】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【復旧後】 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 ◆D20-2-1 

事業名   津波監視カメラ整備事業 

事業費 総額 32,594,400 円 

    （内訳：実施設計費等 1,760,400 円、工事費 30,834,000 円） 

事業期間 平成２６年度 

 

事業目的・事業地区（必要に応じ、別紙として地図を添付） 

     東日本大震災において、津波襲来の正確な情報収集及び的確な情報伝達ができなかっ

たことを踏まえ、沿岸に津波監視カメラを整備することにより、海面変化や三沢川河口

付近の状況を監視が可能で、迅速で正確な情報収集及び住民への的確な情報伝達をする

ため整備する。 

事業結果 

     平成２６年度 【監視側】 

             ・高感度カメラ（耐塩・耐寒） 

             ・カメラポール等、鋼管柱基礎工 

             ・映像制御装置・無線装置等 

            【監視拠点側】 

             ・映像制御装置・無線装置 

             ・録画装置 

事業の実績に関する評価 

 ○復興交付金事業計画の有用性、経済性や復興交付金事業計画の実施に当たり県又は市町村に

おいて改善が可能であった点を踏まえ、事業の実績評価を記載してください。 

 

   事業計画では、沿岸に津波監視カメラを整備することにより迅速かつ正確な情報収集・情

報伝達が可能となり、沿岸部住民の安全に寄与する。また、映像データの記録を今後の防災

意識啓発及び防災教育の基礎的資料に活用できると認められる。 

   また、整備された津波監視カメラにより津波の状況を把握し、既設の防災無線等によって

住民に情報提供がなされることで、住民のより迅速かつ適切な避難誘導及び避難行動につな

がるものと認められることから、基幹事業で策定された津波避難計画に基づく安全な避難を

促進するものと考えられる。 
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 ○この際、下記①から③までの調査・分析・評価に基づき、有用性、経済性及び改善が可能で

あった点を検討し、その結果を記載してください。 

 

  ①事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

    消防本部において、24 時間体制での監視が可能で現地に出向くことなく海面変化や三沢

川河口付近の状況変化を把握でき、遅延なく迅速で正確な情報収集及び住民への的確な情

報伝達が行える。 

    また、高感度監視カメラには、非常用電源設備を搭載しており、万一の停電時において

も約 10 時間の監視が可能である。 

   ※消防本部は、自家発電設備で対応。 

 

  ②コストに関する調査・分析・評価 

    三沢市契約事務規則の規定に基づき、適正に入札を執行したものであり、適切なコスト

であると認められる。 

 

   ●【Ｈ２６ 津波監視カメラ整備事業】 

    ・設計業務委託     324,000 円 

    ・地質調査業務委託  1,058,400 円 

    ・工事監理業務委託   378,000 円 

    ・整備工事      30,834,000 円 

 

   ●監視カメラのスペック 

    ・型式：屋外雲台一体型カメラ 

    ・撮影素子：１／２型電子倍増型 

    ・カラー方式：ＮＴＳＣ方式準拠 

    ・レンズ：３０倍ズームレンズ 

    ・焦点距離：１０～３００ｍｍ 

 

  ③事業手法に関する調査・分析・評価 

当初の事業開始完了年月日 実際の事業開始完了年月日 

H26.4～H26.12.31 H26.6.20～H27.3.27 

    監視体制に万全を期すため、どのようなシステムが有効なのか選定する時間を要し、発

注時期が遅れたが、施工業者の企業努力により年度内に完成することができたため、全体

を通して特に問題ないと評価する。 

担当部局 

 消防本部 警防課 電話番号：0176-54-4202 

建設部 都市整備課 電話番号：0176-53-5111 内線（270） 



20 

 

【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 D-20-1 

事業名  津波ハザードマップ策定事業 

事業費  総額 6,268,500 円 

事業期間 平成 24 年度 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

  東日本大震災による津波被害を受けた地区を中心に、津波被害軽減と住民の防災意識の啓発

を図ることを目的として、青森県が作成する津波浸水予想図等を基に、避難時に必要な情報等

を住民にわかりやすく提供できる三沢市津波ハザードマップの作成を行う。 

事業結果 

  H24 年度 津波ハザードマップの作成、市内全世帯への配布 

事業の実績に関する評価 

 ○復興交付金事業計画の有用性、経済性や復興交付金事業計画の実施に当たり県又は市町村に

おいて改善が可能であった点を踏まえ、事業の実績評価を記載してください。 

 

津波被害を受けた地区の住民を中心に、津波避難時に必要な情報をわかりやすく伝えるこ

とができたことから、当該地区の津波被害軽減に資する効果が得られたほか、住民の防災意

識の向上に大きく貢献した。この事業によって作成した津波ハザードマップ 20,000 部のうち、

約 12,000 部は市内全世帯に配布し、残部は当市への転入者へと随時提供することによって、

当市の地理的条件と津波避難時の避難所や避難路の周知にたいへん役立っている。 

 

 ○この際、下記①から③までの調査・分析・評価に基づき、有用性、経済性及び改善が可能で

あった点を検討し、その結果を記載してください。 

 

  ①事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

    震災後ということもあって津波に関する住民の関心は高く、多くの方々にご覧いただい

ている。また、地域自治会単位での避難行動の検討にも活用され、広く浸透している。 

  ②コストに関する調査・分析・評価 

    入札による発注額は、当市が積算した当初の設計額を大幅に下回ったが、成果品は当市

の仕様書どおりのものであり、コスト面ではたいへん優れた結果に結びついたと分析する。 

  ③事業手法に関する調査・分析・評価 

    設計については、外部発注は行わず当市防災担当部署で行ったため、時間的な圧縮が図

られた一方、県が作成する津波浸水予想図の公表が遅れたことから、当初の予定より完了

期限を若干延長したが、年度内に業務は完了しており、特段の問題はなかったと評価する。 

 想定事業期間 実際の事業期間 

業務委託（ハザードマップ） H24.4.1 - H25.3.22 H24.5.18 – H25.3.25 
 

担当部局 

 総務部 防災管理課 電話番号：0176-53-5111 内線（253） 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 D-20-2 

事業名  津波避難計画策定事業 

事業費  総額 14,931,000 円 

事業期間 平成 24 年度 

事業目的・事業地区 

（三沢市 HP http://www.city.misawa.lg.jp/index.cfm/11,1339,49,217,html 参照） 

  東日本大震災による津波被害を受けた沿岸部住民をはじめ、漁港や海水浴場の就労者や入り

込み客等の円滑な津波避難を目的として、避難対象区域や避難路・経路の検討を行うとともに

必要な施設整備を検討し、三沢市津波避難計画の策定を行う。 

事業結果 

  H24 年度 津波避難計画の策定、公表 

事業の実績に関する評価 

 ○復興交付金事業計画の有用性、経済性や復興交付金事業計画の実施に当たり県又は市町村に

おいて改善が可能であった点を踏まえ、事業の実績評価を記載してください。 

 

   三沢市津波避難計画では、津波被害を受けた沿岸部住民をはじめ漁業者や海水浴客等の円

滑な津波避難を目的として避難対象区域、指定避難所、避難経路及び必要な施設の整備につ

いて検討するとともに、市災害対策本部における初動体制や情報伝達方法、津波に関する防

災教育・訓練等のあり方等についての検討も行っている。これにより、津波避難にあたって

の住民の行動指針を示したほか、地域の実情に即した津波防災対策の基礎となっている。 

 

 ○この際、下記①から③までの調査・分析・評価に基づき、有用性、経済性及び改善が可能で

あった点を検討し、その結果を記載してください。 

  

  ①事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

    当市の津波避難対策を定めるにあたっての基礎資料として活用され、これに基づいて津

波ハザードマップを作成したほか、解決すべき課題の洗い出しが行われているため、今後

の防災施策を展開するにあたっての指針となっている。 

  ②コストに関する調査・分析・評価 

    入札による発注額は、当市が積算した当初の設計額を大幅に下回ったが、成果品は当市

の仕様書どおりのものであり、コスト面ではたいへん優れた結果に結びついたと分析する。 

  ③事業手法に関する調査・分析・評価 

    設計については、外部発注は行わず当市防災担当部署で行ったため、時間的な圧縮が図

られた一方、県が作成する津波浸水予想図の公表が遅れたことから、当初の予定より完了

期限を若干延長したが、年度内に業務は完了しており、特段の問題はなかったと評価する。 

       想定事業期間 実際の事業期間 

業務委託（津波避難計画） H24.4.1 - H25.3.22 H24.5.18 – H25.3.25 
 

http://www.city.misawa.lg.jp/index.cfm/11,1339,49,217,html
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担当部局 

 総務部 防災管理課 電話番号：0176-53-5111 内線（253） 

 

 


